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自治研かながわ月報第143号（2013年 10 月号，通算207号）

 編集後記

　本号は、7月21日の投開票で行われた第23回参議院通常選挙結果についての上林理事長による恒

例の選挙分析特集号である。結果については、安倍内閣の「アベノミクス」を中心とする経済政策

に国民の期待が集中したことが勝因と見るのが一般的だが、民主党への「不信任」傾向が止まって

いないことも特徴である。安倍内閣の進める集団的自衛権をめぐる憲法解釈の変更や「秘密保護法

案」などに「賛成」する野党もおり、政治の「一極化」はより強まっているように見える。また、

大企業や高額所得者には有利な政策が目立つが、格差の拡大が懸念されるところである。国政選挙

の季節は、暑い夏の終わりとともに終わり、しばらく訪れないだろうが、政治に対する熱い思いを

国民の側が失ってはならないと思う。               （勝島記）

巻頭言
　標記の集会（2013年6月26日、横浜市開港記念会館講堂）における寺島実郎さんの基調講演「これ

からの日本のリベラル政治を考える」を聞いて大きな刺激を受けたが、同時に多くの重要な論点が

残されていると感じた。寺島氏は「反米、反安保、護憲、社会主義がリベラルの基軸だった時代は終

わった」として、「21世紀リベラルの5つの課題」をあげた。①対米関係の再設計（日米同盟の進化）。

②グローバリズムの中での公正な分配の実現。③「平和国家精神の再起動。憲法9条の実体化」。④

「原子力再考」。「リベラル必ずしも反原発でない視座の可能性」。⑤「代議制民主主義の鍛え直し。

議員定数の削減」。

このうち③については「戦争のできる国、戦争を支援する国に日本を変えていこうとするあらゆる

動きを拒否するのがリベラルの神髄」であると述べており、この点は戦後日本の革新勢力が標榜し

てきた「護憲」「平和主義」の理念と整合的である。①の対米関係再構築の方向性について寺島氏は

軍事的には米軍基地の段階的縮小と地位協定改定を通じた日本の自立自尊の回復、経済的にはよ

り緊密な経済協力協定（日米FTA）の実現をあげた。この基盤の上に冷戦後にふさわしい近隣諸国

との信頼感の醸成をはかるという寺島構想は反米・反安保を基軸としてきた日本の革新勢力が外

交理念の転換に本格的に取り組むべき課題を提起したといえる。②の「公正な分配」の実現におい

ては金融資本主義に立つマネーゲームを批判し経済格差の拡大を抑制すべきだと主張する一方で

「自己規律こそリベラルの原点」であり「丸抱えの福祉や弱者救済を主張する議論には慎重であり

たい」と述べた。ここには分配の問題だけでなく生産関係を含む産業民主主義の実現を重視する社

会民主主義的価値観と寺島氏の「リベラル」的な価値観との質的な違いが感じられた。④の原子力

政策においては原子力発電技術の維持・開発と、それを通じる国際的発言力の維持が主張された。

「本来リベラルとは…人間の理性による制御困難なものへ挑戦する姿勢である」という寺島氏の議

論は福島原発事故の惨禍を前にして容易に受け入れられるものではないが、原子力をめぐる国際

政治の動向を含めた多面的な考察が必要なことも確かである。⑤で寺島氏は国会議員の質の低下

を憂い「政治を弄ぶ人を排除して代議者の数を削減すべきだ」と主張した。政治屋的議員に対する

寺島氏の強い批判に共感を覚えるが、他方で「政治改革の究極の目標は『政治の極小化』である」、

「練磨の中から真のリーダーは育つ」とだけ言われても明日の日本におけるリベラル政治の具体的

なイメージはわかない。

　それではリベラル政治の担い手とは誰なのか。寺島氏によれば民主党は第二の保守党に堕した。

また労働組合組織率は就業者の2割以下となり、主に大企業労組を組織する連合にも多くは期待で

きない。寺島氏が語るのは団塊世代等の高齢者の社会貢献的活動への期待と非正規労働者の新し

い労働運動への期待である。民主党や連合を一刀両断に切り捨てる一方、「リベラル政治」の担い手

についての議論は不十分である。民主党政権は確かに挫折したが、多くの貴重な政治的経験をもた

らした。その批判的総括の上に継承するべきものと修正するべきものを鮮明にし、ポスト・アベに

備えることが「明日の日本を神奈川から考える」原点だと思う。

「
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（1）はじめに

　2013 年 7 月 21 日に執行された第 23 回参

議院議員通常選挙は、第 2次安倍政権発足後

の初めての大型国政選挙であった。昨年 12

月の総選挙で、民主党政権から再政権交代を

果たした安倍晋三内閣の半年間の政権運営が

問われるとともに、衆参の「ねじれ国会」が

解消されるのかどうかも焦点とされていた。

　今回の参院選は、7 月 4 日に公示されスタ

ートしたが、選挙区（改選数 73）に 271 人、

比例区（改選数 48）に 162 人の計 433 人が

立候補し、前回 2010 年の候補者 437 人をわ

ずかながら下回っていた。

  公示の直後 7月 6日の新聞各紙は、一斉に

選挙予測について世論調査の結果を報道し

た。各紙とも共通して「自公、過半数の勢い。

民主、改選議席半減か」「自民の強さ際立つ。

小泉旋風を超す勢い」などと自民党圧勝の見

込みを報道した。公示直後の予測報道は極め

て異例であり、通常は投票日の 1週間前あた

りの報道が多かった。

　しかも選挙戦の中盤 18 ～ 19 日にかけても

追加して世論調査の結果の報道があり、「与

党、過半数は確実。自民、改選議席倍増の勢

い」「民主 20 議席割れも」との報道で、各紙

ともほぼ同じ当選予測の内容であった。選挙

の投票日前に、自民党・与党の圧勝が伝えら

れていたのである。

（2）選挙結果の概要

　選挙結果は、事前の予想通り、自民党が改

選議席の 34 を 65 議席に倍増させ、自民党の

一人勝ちで「1 強体制」となった。連立与党

を組む公明党も改選議席を 1 上回る 11 議席

を獲得して、政権与党の大勝となった。この

結果、自民党は非改選議席 50 を加えて 115

議席、公明党は非改選 9 を加えて 20 議席と

なり、政権与党は 135 議席となって定数 242

の過半数を大きく上回った。

　自民党単独での過半数の獲得こそならなか

ったが、与党でみると「絶対安定多数」（す

べての常任委員長のポストを占めた上で、委

員の過半数を与党議員が占めることができる

状態）を確保したことになる。衆議院で与党

が 325 議席の絶対多数を得ていることととも

に、衆参両院での多数派を握ることになり「ね

じれ国会」が解消されることになった。

　一方、2012 年 12 月の総選挙で大敗した民

2013 年参院選挙の結果を読む

神奈川県地方自治研究センター理事長　上林　得郎

第 1　全国の選挙結果

　1．選挙結果の概要
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主党は、この選挙でも改選議席 44 の 4 割に

満たない 17 議席しか獲得できず、非改選議

席 42 を合わせても 59 議席にとどまる惨敗と

なった。民主党は野党第 1党の地位こそ守っ

たものの、参議院で現在の選挙制度（選挙

区 73、非拘束名簿式比例代表 48）になった

2001 年の通常選挙以来、最低の議席獲得数

となってしまった。

  第三極といわれたみんなの党は、改選議席

3 から 8 議席に、初めての参院選となった維

新の会は改選議席 2から 8議席にそれぞれ議

席を伸ばし、非改選を合わせるとみんなの党

18 議席、維新の会 9議席となった。

　共産党は、2001 年以来となる選挙区での

議席を獲得するなど、改選議席 3を 8議席と

大きく 5 議席伸ばし、非改選 3 を合わせて

11 議席に躍進した。社民党は、改選議席 2

を比例代表の 1 議席だけの獲得にとどまり、

非改選を合わせても 3議席となった。

　生活の党は、改選議席 6であったが議席は

ひとつも獲得できず、非改選の 2議席だけに

なってしまった。みどりの風は改選議席 4で

あったが、議席を得られず政党要件を失って

しまった。新党大地も改選議席 1であったが

議席は獲得できなかった。諸派は、沖縄選挙

区で沖縄社会大衆党が議席を獲得したが、他

の諸派は議席を得られなかった。無所属は、

岩手と東京選挙区でそれぞれ 1議席獲得して

いる。（以上、図表 1-1 参照）

　この結果、よほどの政局が起きて衆院の解

散がない限り、3 年間は国政選挙が行われな

いことになり、「黄金の 3 年間」とよばれる

自公による連立政権が続くものとみられる。

毎年首相が交代するという 6年間続いた異常

な政治状況には、これで終止符が打たれたこ

とになった。

（3）戦後 3番目の低投票率

　きわめて盛り上がりに欠けた参院選挙であ

ったが、投票率も低く 52.61％であり、前回

2010 年の 57.92％を 5.31 ポイントも下回っ

ており、参院選はじまって以来 3番目に低い

投票率となってしまった。ちなみに、最も高

かった投票率は、衆参ダブル選挙が行われた

合計 現 元 新 改選 合計 現 元 新 改選

自 民 78 34 65 9 47 19 28 22 18 9 0 9 12 50 115 17 84 31

民 主 55 44 17 4 10 8 2 28 7 4 0 3 16 42 59 9 86 △ 27

公 明 21 10 11 2 4 1 3 3 7 3 0 4 7 9 20 3 19 1

み ん な 34 3 8 2 4 1 3 3 4 1 0 3 0 10 18 2 13 5

共 産 63 3 8 3 3 0 3 0 5 3 2 0 3 3 11 4 6 5

維 新 44 2 8 1 2 0 2 1 6 1 2 3 1 1 9 1 3 6

社 民 9 2 1 0 0 0 0 1 1 0 0 2 2 3 1 4 △ 1

生 活 11 6 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 3 2 2 1 8 △ 6

改 革 1 0 1 1 1 0 2 △ 1

み ど り 8 4 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 1 0 0 0 4 △ 4

大 地 11 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 △ 1

諸 派 72 0 1 1 1 1 0 1 0 0 0 1 0 1 1 1 1

無 所 属 27 6 2 0 2 1 1 4 0 0 0 1 1 3 0 6 △ 4

　計 433 116 121 22 73 31 0 42 68 48 22 4 22 48 121 242 39 237 5

非改
選数

新
勢
力

　うち
女性

公示
前勢
力

増減
比例区・改選４８立候

補者
数

改選
議席
数

当
選
者

　うち
女性

選挙区・改選７３

0

0

0

図表 1-1　第 23 回参議院選挙　党派別当選者数 2013 年 7 月 21 日執行

諸派は沖縄社会大衆党
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1980 年の 75.54％であり、その後は低下傾向

が続き、最も低い投票率は 1995 年の 44.52

％で、次が 1992 年の 50.72％であった。

　低投票率は、いずれも政治改革論議が始ま

り、政党が多党化・流動化して政治不信がつ

のっていた時代であった。

　今回も野党の多党化が進み政局が流動化し

て、その「野党に魅力がない」ことから有権

者が選挙への熱意を失っていたのではなかろ

うか。民主党政権への落胆などから再び政権

交代があり、野党の候補者が乱立し野党同士

で競い合い、どの政党へも期待が持てず政治

不信が高まっていたことが原因だと思われ

る。既に冒頭で述べたように、選挙がはじま

る前から自民党の優勢が伝えられ、公示後に

もマスコミで自民大勝が伝えられ、投票への

意欲がわかなかったことが指摘できる。

　戦後最低を記録したのは、秋田・群馬・岐

阜など 10 県あり、いずれも 1 人区である。

その他の 1人区でも投票率が軒並み前回を大

きく下回っていたが、これは自民に対抗する

野党候補が乱立する状況もあり、1 人区で民

主党が候補者を擁立できない選挙区もあった

ことなどから、選挙の勝敗があらかじめ読め

ている状況であったため投票を見送ったもの

であろう。

　例外としては、岩手・山形・三重・沖縄が

ある。いずれも自民党と他党の候補者（無所

属・みどりの風・民主・沖縄大衆党）が激し

いつばぜり合いをした選挙区であり、前回よ

り約 3ポイント低下の 3県と、沖縄では逆に

約 1 ポイント上昇している。また、神奈川、

京都・大阪・兵庫などでは、各党が候補者を

擁立して激しく争った選挙区（中選挙区）で

あり、ここでは投票率はあまり下がらなかっ

た。（投票率の詳細は、巻末資料集に掲載した）

  なお、期日前投票を行った人は、公示の翌

日 7月 5日から選挙の前日 20 日までの 16 日

間で 1,294 万 9,982 人であり、前回の 1,208

万 5,636 人より 7.15％増加となっていた。

全体の有権者に対する期日前投票者の割合は

12.36％で、2004 年からはじまったこの制度

が定着し、毎回投票者の増加が続いているが、

相対的な投票率の低下に歯止めがかかってい

ない状況といえる。

2．選挙区選挙の特徴

　

　今回の選挙を迎えるに当たって、国会は昨

年 11 月に選挙区の定数を「4 増 4 減」する

法改正を行った。2010 年の選挙における「一

票の格差」が 5.00 倍であったことから最高

裁から「違憲状態」との判決が出されたこと

もあって、最小限の定数是正を行ったのであ

る。そのため、神奈川と大阪選挙区の定数を

3 から 4 に増やし、福島と岐阜選挙区の定数

を 2から 1に減らすことになった。

　したがって、選挙区選挙は 31 県で定数 1

の 1 人区（小選挙区）となり、北海道など

10 道府県が定数 2 の 2 人区、埼玉・千葉・

愛知が定数 3の 3人区、神奈川・大阪が定数

4 の 4 人区、東京が定数 5 の 5 人区となった

（2 人区～ 5 人区は中選挙区）（以下、本稿で

は政治家の敬称は省略させていただいた）。

（1）1人区（小選挙区）の結果

　選挙区選挙の大勢は、1 人区（小選挙区）

の選挙結果により決まるといわれている。小

選挙区は他候補よりも 1票でも多く票を得た

ものが当選する制度（多数代表制）であり、

当選者以外の得票はすべて死票になってしま

う。衆議院選挙が小選挙区制により多数派形

成をしやすくする仕組みであるのと同じで、

選挙ごとに当選者が変わることがおき、政権

交代をしやすくするといわれている。

　図表 1-2 のように、今回の選挙では、自民

党が 1 人区で岩手と沖縄を除いて 29 府県で
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図表 1-2　2013 参院選 選挙区における自民・公明と民主その他の与野党対決の結果
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すべて勝利している。岩手では元民主党の平

野達男元復興担当大臣が無所属で当選し、沖

縄では沖縄社会大衆党の糸数慶子党首が当選

している。民主党は1人も議席を獲得できず、

惨敗となった今回の選挙の象徴的な現象とな

った。しかも、政権を失って自信喪失したた

めか、この 1 人区 31 選挙区のうち候補者擁

立を見送ったのは青森・山形をはじめ四国・

中国などの 12 選挙区（図表 1-2 の×印）で

あり候補者も立てられず（立てず）に不戦敗

となったのである。

　民主党が大勝した 2007 年の参院選では、1

人区では 29 選挙区中 17 選挙区で勝利し、自

民党は 6議席にとどまっていた。自民党が勝

利した 2010 年の選挙では自民党が 21 選挙区

で議席を得ており、民主党は 8選挙区を獲得

できていた。それが今回は 31 選挙区中議席

ゼロとなり、それぞれの年の選挙結果を見る

と、小選挙区の勝利が全体の勝利に直結して

いることを表していた。

　府県別に見て参議院での自民党の独占区

は、1 人区で前回民主党が勝利した 8 県と、

今回 2人区から 1人区になった福島、岐阜の

2 県、今回敗れた 2 県を除いた 19 県となっ

た（鳥取は 2010 年に当選した自民の浜田和

幸が、2011 年、震災後に離党し、菅内閣に

入閣。現在無所属）。また、昨年の総選挙で、

小選挙区ですべての議席を独占したのは同じ

く 19 県であったので、衆院と参院のすべて

の議席を独占したのは、青森・秋田・群馬・

富山・石川・福井・島根・山口・徳島・愛媛・

佐賀・長崎・宮崎の 13 県となった。

（2）2～ 5人区（中選挙区）の結果

　2 人区では、これまで自民・民主の 2 大政

党が議席を分け合ってきており、両党の「指

定席」と言われていた。ところが、この 2人

区でも、自民党は 10 選挙区のすべてで当選

者を出しているが、民主党は宮城でみんなの

党に、京都では共産党に、兵庫では維新の会 

に現職の議席を奪われ、7 選挙区でしか議席

を獲得できなかった。

　また、大都市を抱える 3人区以上では、こ

れまでは民主党が 2名を擁立して 2名当選さ

せるなど優位にたち、毎回 10 議席以上を占

めてきていた。それが今回は、自民党は 2名

候補を擁立した千葉・東京選挙区で 2名当選

を果たし、他の選挙区でも 1名ずつ当選させ

立候補者全員の 8議席を獲得している。

　それに対して民主党は、埼玉でみんなの党

に、大阪では共産党にそれぞれ現職の議席を

奪われている。

　また、5 人区の東京では民主党は 2 人公認

を予定していたが、公示 3日前に 1名に絞っ

たものの、公認されなかった候補者が無所属

で立候補し、2 人とも落選してしまった。そ

して前回までの現職 2議席を共産党の新人と

山本太郎（無所属）に議席を奪われることに

なってしまった。この結果、民主党は 3人区

以上の選挙区では、これまでの 10 議席から

わずか 3議席しかとれず、惨敗の象徴となっ

てしまった。

　選挙区では結果として、自民党は 47 議席

を獲得することになり、民主党はわずか 10

議席となり、民主党が敗れた前回の 28 議席

の 3分の 1となってしまったのである。公明

党は候補者を立てた埼玉・神奈川・大阪・東

京で全員当選し 4議席を獲得した。

　みんなの党は、宮城・埼玉・愛知・神奈川

で 4 議席を獲得している。共産党は 2001 年

に 1議席獲得して以来、小選挙区で議席をと

れないできていたが、今回は、東京・京都・

大阪で当選して 3議席となった。東京・大阪

ではいずれも 30 代の若い候補者であり、特

に若年層からの支持があったとされている。

維新の会は、兵庫・大阪の 2議席にとどまっ

た。既に述べたが、諸派では沖縄社会大衆党

が1議席、無所属は岩手・東京の2議席である。
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3．比例代表選挙の特徴

（1）各党の選挙結果

　比例代表選挙では、2004 年の選挙以来 3

回続けて民主党が自民党を上回る得票を獲得

して、2004 年は民主 19 議席・自民 15 議席、

2007 年民主 20・自民 14、2010 年民主 16・

自民 12 と優位に立っていた。比例での議席

が民主党を支えていたといえる。ところが昨

年の総選挙で民主党は比例代表で 87 議席を

30 議席へと大幅に議席を減らし政権交代の

要因となった。この流れは今回まで続いてお

り、前回の得票を 1,130 万票も減らしてわず

か 713 万票に大きく落ち込み、7 議席しか獲

得できなかった。これは 2001 年の 8 議席を

下回り、結党後の最低の議席数となったので

ある。

　自民党は、前回より 439 万票を増やして

1,846 万票で前回より 6 議席多い 18 議席を

獲得した。2001 年の 2,011 万票を獲得して

以来減少を続けていた比例での得票を、今回

増加に転じることができている。公明党は、

前回とほぼ同数の 757 万票を得て民主党を上

回り、前回より 1 議席多い 7 議席獲得した。

政権与党の議席の増加は 7議席となった。

　共産党は、比例代表でも 159 万票を伸ばし

515万票となり、5議席を獲得した。共産党は、

1998 年に 819 万票を得て 8 議席となったと

きが比例代表では最大議席数であり、その後

4 議席台と低迷していたが、今回選挙区の議

席増と比例区での議席も増やし、躍進してい

る。

　参院選にはじめて参加した維新の会は 636

万票を得て 6議席を獲得した。しかし、昨年

の総選挙で 1,226 万票を獲得した勢いはな

く、橋下代表の「従軍慰安婦発言」もあって

一気に期待が冷めた状態が、半減した得票に

現れている。一人の政治家の人気に頼ってい 

る政党が、その人の言動により得票が影響さ

れる危うさを感じさせられた。

　2 度目の参院選となったみんなの党は 476

万票で 4 議席を獲得した。しかし、前回の

794 万票からは 319 万票の減少であり、第三

極の勢いが弱まってきているといえよう。

（2）自民・民主の組織票復活

  現在の非拘束名簿式比例代表制は、政党名

を書くか、名簿に登載されている候補者の個

人名書いて投票する(個人票)仕組みであり、

その両方を合計して政党の得票として全国集

計する。その得票数に応じてドント式で議

席の配分を行う。2001 年から始まったこの

制度で、当初は個人票が 35.7％であったが、

回を重ねるたびに個人票が減少する傾向にあ

った（図表 1-3 参照）。それが今回は個人票

が増加することになったのが特徴である。

　この選挙制度は、全国を選挙区とするため、

著名なタレントや学者文化人、全国的な組織

を持つ業界団体や労働組合などが当初は有利

とされていた。しかし、個人の自立が強まり、

組織に対する帰属意識は組織の種類を問わず

に希薄になり、政治的な動員力も低下する一

方となった。こうして組織離れが進み業界団

体や労組の集票力が衰えを見せ、大量得票を

見込める有名人も減少したため、個人票が減

少を続けたと言われていた。それが今回は個

人票の増加となったのである。

64.3% 

69.4% 

70.5% 

75.0% 

73.4% 

35.7% 

30.6% 

29.5% 

25.0% 

26.6% 

 2001年 

 2004年 

 2007年 

 2010年 

 2013年 

図表 1-3　比例代表の投票割合の推移



2013年参院選挙の結果を読む　7

　まず自民党では、政権復帰を果たしたこと

から業界団体の組織票が復活した。全国郵便

局長会では、前回は国民新党の長谷川憲正を

推薦したが 40 万票を得ながらも落選してい

た。今回自民党は、新人・柘植芳文を擁立し

42 万票を獲得して自民のトップ当選を果た

した。全農は、前回は民主党政権であったこ

とから特定の候補者を擁立しなかったが、今

回は現職の元 JA 中央会専務・山田俊男の 2

期目の選挙となり、33.8 万票を獲得して自

民の 2位で当選を果たした。

　日本歯科医師連盟は、前回は民主党の西村

正美を推薦して当選させていたが、今回は自

民党の現職・石井みどりを推薦し 29 万票で

自民の 4位当選となっている。日本医師連盟

は、前回は自民・民主・みんなの党の 3候補

を推薦したがいずれも落選し、今回は自民党

の新人・羽生田俊候補一人に絞って 25 万票

を獲得して同 6位で当選させている。

　日本建設業協会は、元国交事務次官の現職・

佐藤信秋を、日本看護連盟も元連盟幹事長の

新人・石田昌宏の自民党候補者をそれぞれ推

薦し、前回より 6 万票以上の得票が増加し、

いずれも当選させている。（図表 1-4）

　民主党では、比例代表当選者 7 名のうち 6

名が連合傘下の労働組合出身者で占めてい

る。自動車総連の新人・磯崎哲史が 27 万票

で前回の直嶋正行より 7万票増やし、民主党

のトップで当選した。電力総連の新人・浜野

喜史氏も 23.6 万票で前回の小林正夫より 3

万票増やし、民主の 2位で当選している。

　自治労の現職・相原久美子、日教組の現

職・神本美恵子、情報労連の現職・吉川沙織

も 2007 年の自身への大量得票には及ばなか

ったものの、前回の候補者より得票を上乗せ

して当選していた。電機連合の新人・石上俊

雄も前回の候補者より得票を増やして当選と

なった。

　民主党への危機感から、当選者はいずれも

前回の候補者より得票を増やしていたのが特

徴的であった（図表 1-5 参照）。しかし、Ｕ

Ａゼンセン同盟、基幹労連の現職と、ＪＰＵ

郵政労組の新人候補は 10 万票以上を獲得し

たものの、民主党への得票が大幅に減少した
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ことから当選できなかった。民主党への支持

層が減少する中にあって、労組に基礎票を持

つ候補者が組織力を競い合って選挙を戦った

ことになる。

　民主党の残る 1 議席は大島九州男であり、

元直方市議で立正佼正会の組織がささえてい

た。2007 年に当選した新人の候補者が、前

述した労組出身者を含めて 5人も落選してい

るのが特に目についた。

 

（3）個人票を徹底させた公明、

　　 　　党名優先の共産

　公明党は創価学会を基礎にした組織に支え

られており、共産党は戦後から一貫した組織

政党として全国に組織を確立している。この

両党の比例代表の取り組みは対称的である

（図表 1-6 参照）。

　公明党は、政党票の多い他党と異なり、半

数以上が個人票である。2001 年には 77.2％

が個人票であったが、その後やや低下して、

今回は 56％が個人票となっている。候補者

名を地域ごとに割り当てて、その地域から着

実に個人票で得票するという徹底した組織選

挙を行ったことがうかがえる。

　全国の比例代表でトップ当選した現職の山

本香苗は近畿地方を中心に 99 万票を獲得し、

2位の新人・平木大作は関東地方を中心に 77

万票という大量得票をしている。3位の新人・

河野義博は九州地方、4 位の現職・山本博司

は中国・四国地方、5 位の新人・若松謙維は

北海道・東北地方、6 位の現職・魚住裕一郎

は東海北陸地方が割り当てられており、それ

ぞれの地域から集中的に 50 万票以上の個人

票が出てきている。

　公明党は改選数 7名に対して当初 6名の当

選を予定していたようである。6 議席までは

すべて 50 万票以上の個人票を獲得していた

が、その他の候補者には地域的な割り当てが

ほとんど見られず、得票には大きな票差が見

られたことからの推定である。

　これは、投票率が大きく低下したことによ

り公明党への相対的な得票率が上がったこと
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とから当選できなかった。民主党への支持層

が減少する中にあって、労組に基礎票を持つ

候補者が組織力を競い合って選挙を戦ったこ

とになる。 

 民主党の残る 1 議席は大島九州男であり、

元直方市議で立正佼正会の組織がささえてい

た。2007 年に当選した新人の候補者が、前

述した労組出身者を含めて 5 人も落選してい

るのが特に目についた。

 

（３）個人票を徹底させた公明、 

党名優先の共産 

 公明党は創価学会を基礎にした組織に支え

られており、共産党は戦後から一貫した組織

政党として全国に組織を確立している。この

両党の比例代表の取り組みは対称的である

（図表６参照）。 

 公明党は、政党票の多い他党と異なり、半

数以上が個人票である。2001 年には 77％が

個人票であったが、その後やや低下して、今

回は 56％が個人票となっている。候補者名

を地域ごとに割り当てて、その地域から着実

に個人票で得票するという徹底した組織選挙

を行ったことがうかがえる。

全国の比例代表でトップ当選した現職の山

本香苗は近畿地方を中心に 99 万票を獲得

し、２位の新人・平本大作は関東地方を中心

に 77 万票という大量得票をしている。３位

の新人・河野義博は九州地方、４位の現職・

山本博司は中国・四国地方、５位の新人・若

松謙雄は北海道・東北地方、６位の現職・魚

住裕一郎は東海北陸地方が割り当てられてお

り、それぞれの地域から集中的に 50 万票以

上の個人票が出てきている。 

 公明党は改選数７名に対して当初６名の当

選を予定していたようである。６議席までは

すべて 50 万票以上の個人票を獲得していた

が、その他の候補者には地域的な割り当てが

ほとんど見られず、得票には大きな票差が見

られたことからの推定である。

これは、投票率が大きく低下したことによ

り公明党への相対的な得票率が上がったこと
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と、民主党の不振が著しかったために、1 議

席多い 7議席を獲得できてしまったためであ

ろう。そこで、静岡県を中心にして 2.6 万票

を得ていた新人・新妻秀規が、比例での当選

者のうち全国でも最低の得票で当選すること

になったのである。

　共産党は、党名投票の割合が多党より最も

多く 9割以上で、個人票は 1割弱で、公明党

とは対照的である。支援者には党名での投票

を強く働きかけ、個人票はおそらく確実に投

票する党員を中心に地域別割り当てを行った

ものと推定される。

　当選した 5議席のうち、現職の小池晃は首

都圏を中心にして大阪・兵庫などから 13.4

万票を得ている。現職・山下芳生は近畿地方

を中心に 12.9 万票を得て、現職・紙智子は

北海道東北地方を中心に 6.9 万票、現職・井

上哲士は東海と京都などから 5.1 万票、前職・

仁比聡平は九州地方などから 3.9 万票を得て

当選している。少ない個人票でも徹底した地

域割りをしていることが推定できた。

　このふたつの組織政党は、いずれにせよ当

選議席を予測しながら、支持者または党員に

特定候補者名への投票を徹底しており、選挙

結果はほぼその予想通りの得票を得ているこ

とになる。

　自民党、民主党も支持団体・労組の組織を

背景にした候補者が上位でそれぞれ当選して

おり、流動化している政治状況の中で、頼れ

るのは組織と「先祖返り」している様子が見

られた選挙結果であった。

4．衆院・参院の得票の推移と

　　　「ねじれ国会」の動き

（1）2005 年以降の国政選挙の動き

　2005 年から今回の参院選までの、国政選

挙における 2大政党の獲得得票の動きを見る

と図表 1-7 の通りになっている。

　2005 年の総選挙「郵政選挙」では自民党

が 296 議席と圧勝したが、得票では小選挙区

では民主党を大きく上回っていたが、比例で

は民主党が上回っていた。

 9 

29.3%
30.9%

35.7%

24.3%

23.7%

31.7%

17.9% 19.0%
21.8%

32.3%

77.2%
71.1%

54.7% 53.5% 56.0%

6.1% 13.3%
10.8% 8.5% 9.8%

36.7% 31.3%

24.8% 28.0%

25.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

2001年 2004年 2007年 2010年 2013年

党ὴู・ẚ༊ಶே票の合の推移

自民党 民主党 බ᫂党 ඹ⏘党 ♫民党

図表䠒

と、民主党のがⴭしかったために、㸯議

席多い７議席を獲得できてしまったためであ

う。そこで、㟼ᒸ┴を中心にしてࢁ 2.6 万票

を得ていた新人・新ጔ⚽つが、比例での当選

者のうࡕ全国でも᭱低の得票で当選すること

になったのである。 

 共産党は、党名投票の割合が多党より᭱も

多く 9 割以上で、個人票は㸯割ᙅで、公明党
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 このࡩたつの組織政党は、いずれにࡏよ当

選議席を予 しながら、支持者または党ဨに

特定候補者名への投票を徹底しており、選挙

⤖ᯝはほࡰその予㏻りの得票を得ているこ

とになる。 

 ⮬民党、民主党も支持ᅋయ・労組の組織を

⫼ᬒにした候補者が上位でそれぞれ当選して

おり、ὶືしている政≧ἣの中で、㢗れ
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 2005 年から今回の参㝔選までの、国政選

挙におࡅる２大政党の獲得得票のືきを見る

と図表７の㏻りになっている。 

 2005 年の⥲選挙ࠕ㒑政選挙ࠖでは⮬民党

が 296 議席とᅽしたが、得票ではᑠ選挙༊

では民主党を大きく上回っていたが、比例で

図表 1-6　党派別・比例区個人票の割合の推移
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　2007 年の参院選では民主党が 60 議席（非

改選を含め 109 議席）を獲得し、参院で初め

て第 1党となる勝利をおさめ「衆参ねじれ国

会」となった。この選挙で民主党は選挙区・

比例区ともに議席・得票で自民党を上回って

いた。

　2009 年の総選挙で民主党が 308 議席と大

勝し政権を獲得したが、当然得票は民主党が

自民党を大きく上回り、この選挙で「ねじれ

国会」は解消した。

　その後、2010 年の参院選で民主党が 51 議

席（非改選を含めて 106 議席）で敗北して再

び「ねじれ国会」となったが、このときは選

挙区・比例代表でも民主党が得票数は上回っ

ていたのである。既述した図表1-2のように、

選挙区では議席は自民党が多く獲得したもの

の、3 大都市圏を中心に民主党が複数当選を

果たしたことなどから得票数は民主党が上回

ったのである。また、自民党の非改選を含め

た議席 84 議席にすぎず、公明党その他の野

党を含めての過半数超えであった。

　2012 年の総選挙では自民党が 294 議席を

獲得し、この圧勝により再政権交代が行われ、

得票も小選挙区・比例代表ともに自民党が上

回っていた。しかし 2007 年の参院選で民主

党が大勝した議席が残っていたことと、自公

以外の野党を含めると半数超えになることか

ら「ねじれ国会」は解消しなかった。

　今回の参院選で自民党が圧勝し、議席と得

票も選挙区・比例代表ともに前回参院選を上

回り「1 強」体制となり、「ねじれ国会」は

解消となった。

　この間の民主党の得票の推移は、2009 年

をピークにして、選挙のたびに得票を減ら

してきており、まさに凋落傾向を示してい

る。小選挙区で 2009 年の 3,348 万票から 3

分の 1の 865 万票（選挙区）に、比例代表は

2,984 万から 4 分の 1 の 713 万票に減るとい

う完全な右肩下がりの状況となっている。

　一方、公明・共産の組織政党と、第三極と

いわれるみんなの党・維新の会の得票の動き

を見たのが図表 1-8 である。
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　公明党は、衆院選では小選挙区に、参院選

では選挙区に大都市を含む地域以外は候補者

を立てないため得票数は小選挙区で 78 ～ 98

万票とかなり低い。比例代表では 2005 年の

899 万票をピークにやや下がる傾向は見られ

るものの 700 万票台の基礎票を維持してきて

いる。この公明党の基礎票は、連立を組む自

民党にとって小選挙区・選挙区において上乗

せされることになり、この基礎票が自公政権

の大きな支えになっていることがわかる。

　共産党は、今回の参院選で選挙区・比例代

表ともに得票を増やした。昨年の総選挙より

投票率が下がったのにもかかわらず、衆院選

より選挙区で 470 万から 565 万票に 95 万票

増やし、比例代表でも 369 万から 515 万票に

146 万票増加させている。今回の共産党の伸

張ぶりを示すものであり、民主党が極端に低

落して、リベラルや左派勢力を支持する層の

受け皿として共産党が選ばれたと推測するこ

とができる。

　みんなの党は、2009 年の総選挙直前に結

党し、2010 参院選で躍進したものの、2012

年の総選挙では第三極が多党化したこともあ

って伸びることができなかった。今回の参院

選では、2010 年よりも得票は選挙区で 598

万から 416 万票に、比例代表で 794 万票から

476 万票にそれぞれ減らしたものの、改選議

席を増やすことができている。しかし比例区

の得票率では栃木で 25％、関東地方で 15 ～

16％と高いものの、他の地域では 1 桁台で、

全国政党にはなりきれていない。

　維新の会は、2012 年 9 月に結党して以来、

衆参両院の選挙を立て続けに闘ってきたが、

総選挙での得票を、選挙区で 694 万から 385

万票に、比例代表でも 1,226 万から 636 万票

にそれぞれ半減している。大阪府内での得票

は選挙区・比例区ともに 105 万票で 28％の

高い得票率を得ているが、比例代表の得票

率が兵庫で 19％、奈良で 18％と高いものの

近畿地方全体では 15％前後である。しかし、

他府県では 1 桁の得票率にとどまっており、

全国的な広がりは見られない。
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（2）「ねじれ国会の解消」の意味を問う

　衆参両院の多数派政党が異なる場合に「ね

じれ国会」という言葉が使われる。1955 年

に左右社会党が統一し、保守合同により自民

党が誕生した以降の政治状況を「55 年体制」

と呼んでいる。55 年以前はしばしば「ねじ

れ国会」が生じていたが、この言葉は使われ

ていない。

　「55 年体制」になって自民党一党による長

期政権が 30 年以上続いたが、一党支配にそ

の陰りが見えたのが 1989 年の参院選であっ

た。それまで自民党は参院で 140 以上の議席

を持っていたが、この年の選挙で 36 議席し

かとれず、非改選議席を含めても 109 議席と

なり、当時の定数 252 の半数を大きく割って

しまった。社会党が大きく勢力を伸ばし、公

明党、民社党など野党が参院の過半数以上を

占めたのである。これが 55 年体制へ移行し

て初めての「ねじれ国会」となったのである。

この選挙以降、一党だけで参議院の過半数を

持つ政党は誕生していない。

　この 1989 年以降ねじれ状態は継続するが、

1993 年の総選挙で自民党一党支配が崩れ、7

党 1 会派による細川護煕連立内閣が誕生し

て、ねじれ国会は解消される。細川内閣で「政

治改革関連 3法」が成立した後に、羽田内閣

が短期で終わり、まさかといわれた「自民・

社会・さきがけ」による社会党党首の村山富

市内閣が誕生した。この 3党は衆参で多数派

を握って政権は安定しており、1996 年に自

民党の橋本龍太郎内閣が同じ政党の組み合わ

せで誕生する。

　1998 年の参院選で自民党は 44 議席しかと

れず非改選を含め 103 議席となり、社会・さ

きがけが連立の枠組みから離脱したため野党

が過半数を占め、また「ねじれ国会」となった。

橋本内閣が退陣した後に小淵恵三内閣ができ

るが、小淵内閣は 1999 年 1 月に自由党と連

立を組み、さらに 10 月には公明党と 3 党連

立内閣を組むことによって参院の過半数を得

て「ねじれ」が解消された。

　2000 年 3 月に、小沢一郎党首の自由党が

自民党との合併を提案するが、小渕首相が拒

否をしたため自由党は連立から離脱する。そ

の直後に、小渕首相が入院して首相を辞任し、

森喜朗内閣が誕生したが、自民・公明の連立

は維持された。

　翌 2001 年に自民党総裁に小泉純一郎が

就任して小泉内閣が発足する。小泉内閣は

2001 年に参院選、2003 年に総選挙、2004 年

に参院選、2005 年に総選挙を闘うが、自民・

公明での過半数体制を維持し長期政権となっ

た。

　2006 年に小泉内閣が退任し安倍晋三内閣

が誕生した。ここでも自民・公明体制は維持

していた。2007 年の参院選で自民党が 37 議

席（非改選を含めて 83 議席）と大敗して、

自民・公明で過半数を得られず、3度目の「ね

じれ国会」となる。

　2009 年に政権交代の以降は、前章の通り

である。（なお、2010 年までの「ねじれ国会」

における詳細な経過については、『自治研か

ながわ月報』2010 年 No.124 特別号の拙稿「衆

参ねじれ国会と参院のあり方をめぐって」を

参照されたい）

　ところで、この「ねじれ国会」について、

今回の選挙中から「ねじれ解消」という言葉

が政党のみならずマスコミからもたびたび登

場していた。「ねじれ解消」という言葉には、

衆参の多数派政党が異なっていること、その

ことが異常な状態であって「解消されるべき

である」という意味を含めて語られているよ

うである。

　現在の憲法が、選挙制度の違う衆参の二院

制を規定している意味は、一院による多数の

暴走を他院が抑制するためだといわれてい

る。参議院の役割は、二院制の下で衆議院に

対する抑制と均衡の役割を持つ、というのが
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定説になっている。二院制は、それぞれの院

が意思決定を行い、他院と牽制し合うことが

大前提であり、異なる議決が出されれば両院

で協議し合意形成をはかることこそ本来の議

会ルールである。

　「ねじれているから決められない」という

のは、性急すぎる考えである。政党政治はそ

れぞれの政党の主張を持ちながらも、主権者

の意思をより多く反映させて、いかに譲歩し

合い妥協するかが課題とされる。討論に時間

をかけ、合意形成の政治を目指すことこそが

政党の役割である。

　今回の選挙結果の報道を見ると、ほとんど

の新聞で「自民大勝、ねじれ解消」という見

出しが躍っていた。唯一、朝日新聞だけは「自

公圧勝、衆参過半数／自民 1強体制に」とな

っていた。8 月の紙面審査会で渡辺勉・編成

局長補佐は次のように述べている。　

　『今回の参院選報道では、他紙と違う紙面

作りを常に心がけていた。他紙が「ねじれ解

消」を見出しにすることは予想していた。し

かし「ねじれ」自体が悪いわけではない。「ね

じれ解消」とすると「ねじれ」が問題である

かのような印象を与えるので、「衆参過半数」

とした。衆参ともに自民党が多数を占める結

果となったことは「55 年体制」の復活を思

わせる大きな転換点にあることと考えて「自

民 1強体制」をキーワードにした。』

　「自民 1強体制」にはまだ違和感があるが、

「ねじれ」そのものを正確に理解したうえで

の「見出し付け」であったと評価しておきた

い。

5．自民党の勝因、民主党の敗因

（1）自民党の勝因

　昨年 12 月の再度の政権交代で第二次安倍

内閣が発足したが、デフレ脱却に向けたアベ

ノミクスを打ち出した。大型補正予算による

財政支出を行い、日本銀行総裁を新たに指名

して「異次元の金融緩和」を行い、新たな成

長戦略を閣議決定するなど景気回復に向けた

政策を矢継ぎ早に打ち出してきた。株価の上

昇とともに円安が進み、輸出企業を中心に業

績向上が見られ、景気回復への期待が高まっ

てきていた。

　また、第一次安倍内閣の時の失敗に学び、

閣僚からの失言や不穏当な発言も見られず、

首相自身の右翼的発言もきわめて控えめで、

「安全運転」につとめてきた。消費税引き上

げの時期など国民負担増についての決定は選

挙後に先延ばしし、成長戦略も十分でないと

する批判を受けるとすぐ追加策を表明するな

ど、大きな失政は見られなかった。

　こうしたことから、安倍内閣支持率は、54

～ 65％でほぼ 60％台と高く維持されてきて

おり、自民党への政党支持率も 35 ～ 41％と

高く推移してきた。これに対して政権を失っ

た民主党は、やや虚脱状態となり、民主党の

支持率は 4 ～ 9％とまったく低迷を続けてき

ていた。

　世論調査で「いま、参院選の投票をすると

したら、比例区ではどの政党に投票したいと

思いますか」という質問でも、自民党が 40

～ 49％の高い支持率が見られていた。これ

に対して民主党はわずか 6 ～ 9％と一桁にと

どまっており、二大政党制とはいえない状況

となっていた。

　一方、第三極のうち維新の会は、世論調査

の「参院比例区への投票先」としては、1 月

には 16％と民主党を大きく上回っていたが、

5 月の橋下代表の「従軍慰安婦発言」以降大

きく落ち込み、7％となっていた。みんなの

党も 5 ～ 7％であった。（以上、朝日新聞の

世論調査より）

　この世論調査の状況は参議院選挙の公示を

迎えても、内閣支持率がやや下がる程度で、
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大きな変化は見られなかった。そして、選挙

中に行った世論調査による獲得議席の予想

は、これらの数字を反映したものであり、冒

頭述べた「自民党大勝へ」という自民圧勝・

与党で過半数というものであった。

　選挙区選挙では、既に見たとおり、自民党

が 31 選挙区ある 1 人区で 29 議席を獲得し、

民主党はゼロであった。1 人区は小選挙区で

あり、自民に対抗する野党は選挙協力などま

ったくできないまま野党が競り合いする選挙

戦となり、自民党の圧勝を許してしまった。

いわば、野党が弱すぎたのである。

　選挙直後に行った朝日新聞の世論調査によ

れば、自民党が大勝した理由として「野党に

魅力がなかったから」が全体で 66％となっ

ており、特に野党に投票した人は「野党に魅

力がない」が 77％にも達していた（図表 1-9

参照）。選挙前の 5 月と 6 月の同世論調査で

は「自民党に対抗する政党が必要」とする人

は 7割以上になっており、「対抗政党は必要」

だが「野党に魅力がない」ため有権者の要望

に応えられる政党がないことへの「いらだち」

を読み取ることができる。

（2）注目される無党派層の動向　

　比例代表で見ると、無党派層の動向が勝敗

を大きく左右する傾向が明確である。各種の

世論調査によれば、支持する政党を問われた

場合に支持政党を明らかにするのは 6割弱で

あり、「支持する政党はない」と答える人が

常に3分の1以上に達しており、「分からない、

答えない」人が 5 ～ 7％程度あり、合わせて

4 割程度が無党派層とされている。この層の

動向が常に注目されている。

　図表 1-10 は、2007 年以降の参院選で朝日

新聞の行った出口調査によるデータで、政党

支持率と無党派層がどの政党に投票したかを

グラフにしたものである。通常の世論調査で

は無党派層が 4割程度いるのだが、実際に投

票に行った人はかなり低くなっている。

　経験則的には、無党派層の 3分の 1は政治

に無関心で投票に行かない層であり、3 分の

1 は政治に関心はあるが政治状況に応じて投

票に行ったり行かなかったりする（「タテ移

動」する）層で、3 分の 1 は投票には行くが

その都度投票先を変えることがある（「ヨコ

移動」する）層だと言われている。したがっ

て投票した人の中での無党派層は 2割程度と

27

9

17

11

27

9

17

11

16

14

17

20

57

77

66

69

ඪᢞ⚊ᒙ

㔝ඪᢞ⚊ᒙ

 య

無ඪ派ᒙ

自民ඪ䛜ホ౯䛥䜜䛯䛛䜙 䜟䛛䜙な䛔・無ᅇ⟅ 㔝ඪ䛜䛻㨩力䛜な䛛䛳䛯䛛䜙

   図表1-9　自民党がେউ͠たཧ༝

27

9

17

27

9

17

11

27

9

17

11

27

9

17

11

16

14

17

20

57

77

66

69



朝日新聞世論調査 2013．7．22-23

比例区ᢞ⚊ඛ

ᨻඪᨭᣢ



2013年参院選挙の結果を読む　15

なっている。

　2007 年度の選挙では、無党派層は 21％で、

そのうち半数の 51％が民主党に投票してお

り、自民党は 14％にとどまり、これが民主

党の勝利に結びついていた。政党支持率では

自民 38％、民主 27％で自民が 10 ポイント高

かったが、無党派の半数の支持を得た民主が

支持率の低さを挽回したことになる。

　2010 年の選挙では、無党派層の民主党へ

の投票は 3割にとどまり、みんなの党が 4分

の 1 で、自民党が 16％と前回より回復して

いた。これが、みんなの党の躍進と自民党の

勝利に結びついていたが、民主党に得票数で

はまだ及ばなかった。政党支持率でも民主党

35％に対して自民党 27％で前回から逆転し

ており、政権党であった民主党への支持が高

かった。

　今回は、民主党は半減し 12％にとどまり、

自民党が 23％、みんなの党 17％、維新の会

15％、共産党 13％とそれぞれに無党派層の

投票先が分散していた。政党支持率では自民

が前回の 27％から 41％に拡大しており、無

党派層からも最も多くの得票を得ていたこと

から、自民党の「1 党勝利＝ 1 強」に結びつ

いたことを裏付けている。

　逆に、これまで民主党は無党派層からの支

持に支えられて比例の得票を維持してきてい

たのであるが、今回は政党支持率でも 13％

と激減し、無党派層からも見放されたことに

より民主党が惨敗したものであると見ること

ができる。

（3）民主党の敗北の原因

　民主党の歴史を振り返ると、小選挙区比例

代表並立制の下で勢力を拡大してきたことが

分かる。1996 年に新党さきがけや旧社会党 

などでつくったリベラルな旧民主党が、1998

年に自民党離脱組を含めた保守的な旧新進党
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の公明党を除く諸政党の国会議員だけで合同

して、現在の民主党が結成された。保守系か

ら社民系まで多様な価値観を持つ 6つの政治

集団が、小選挙区制のもとで生き残りをかけ

て勝利を目指すために、基本理念を棚上げし

たまま大同結集がなされたのである。

　そして 2003 年に小沢一郎党首の自由党と

合同して二大政党の一翼を目指した。選挙に

勝つこと、これが決定的に重要であり、そ

の結果として政権交代をめざすことになる。

2003 年の総選挙で民主党は躍進し、2005 年

の郵政選挙では自民党に大きく敗れ、2007 

年の参院選では民主党が大勝するなど一進一

退が続く。

　こうした経過を見ると、選挙のたびに有権

者の政党支持が大きく変化するなど、「かぜ

次第」で勝敗が分かれる状況が続いていた。

これに対応するためには、政党は基本理念に

立ち返って政策変更を迫られていたのである

が、民主党は基本理念を棚上げしていたため

これに十分対応できずにいた。選挙に勝つた

めに無党派層の動向のみが注目され、それに

対応することだけを目指す大衆迎合路線に走

っていった。

　選挙のたびに勝利する政党が代わると、勝

利した政党には多数の新人議員が誕生する

が、次の選挙ではその新人も含めて現職議員

の落選が続き、現職の当選率は下がってくる。

国会議員として不可欠な質の高い政策の企画

立案や、円滑な利害調整を行うための経験と

訓練、国政運営の知識の蓄積が求められてい

るにもかかわらず、選挙に勝つことだけを優

先して選挙民受けの良い政策だけに力を入れ

るようになるのである。

　そして、大衆受けの良い政策だけを並べた

マニフェストが、党内の議論をほとんど経な

いで数人の幹部によって作られ、選挙直前に

発表される。事前に党内議論や大衆討議をす

るとその政策を相手政党にとられる恐れがあ

る、として秘密裡に作られるようになったと

されていた。

　組織の下部から政策論議を積み重ね、1 年

以上もかけてつくられる本場のイギリスにお

けるマニフェストとは似ても似つかないもの

になっていく。また、保守からリベラルまで

多様な層の政策を取り入れていくと「包括政

党」となっていき、対立する自民党と政策も

似通ったものになっていった。

　自民党の長期政権に飽きた多くの国民の期

待を受けて 2009 年に政権交代が起きた。し

かし、政権運営についての未熟さが露呈し、

内閣と党運営との不一致もあり、誤った「政

治主導」のもとで官僚の協力を得られず行き

詰まりをきたした。政策の中身について、基

本理念の一致がないまま作られたマニフェス

トに載せたため矛盾が生じて、他党の追及を

うけ政策の修正を余儀なくされていった。「政

策の中身」ではなく政権として「どのように

実行するか」が問われていき、政権党として

「実行できる能力」が不十分であることが露

呈してしまったのである。

　さらにマニフェストにない消費税の引き上

げをめぐって、深刻な党内対立を生み出して

いった。党内の意見対立から小さな分裂・離

党から始まって、消費税問題では決定的な亀

裂を生じてしまった。政党としての基本理念

の不一致のまま政権を獲得したため、その不

一致が党内の対立と分裂を引き起こし、国民

からの支持を失い、2012 年の総選挙で民主

党への「懲罰選挙」となり大敗したのである。

　政権を失って、民主党は改めて「綱領」を

大会で決定したものの、「中道」「中庸」とい

う言葉も盛り込めず、「生活者」「働く者」の

党を表明しても、政党政治のあり方を根底か

ら変えるほどの意欲はうかがえなかった。綱

領をつくり、党の再建に向けて進み出したも

のの、そのことが多くの有権者に受け入れら

れる時間もなく、参院選での敗北に結びつい
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てしまったのであった。

6．インターネット解禁で

　選挙への活用はどうだったのか

　今回の選挙から、公職選挙法が改正されて、

選挙活動に関してインターネットを活用する

ことが可能になり、「ネット選挙解禁」の初

めての選挙であった。

　これまでは、公示後に候補者や政党のホー

ムページへの書き換え・書き込みなどの変更

も含めて、文書図画の不特定多数への配布に

あたるとして、インターネットの活用は一切

禁止されてきた。それが「インターネットの

持っている双方向性を生かして有権者の声を

生かすことができる」として、4 月の法改正

で解禁となった。

　改正内容は、まずウェブサイトなどを利用

して選挙活動を行うことができるようになっ

たことである。これは誰でも、ホームページ、

ブログ、ＳＮＳ（ツイッターやフェイスブッ

ク、ラインなどの交流サイト）、動画共有サ

ービス、動画中継サイトなどを使った選挙活

動が可能になったのである。

　ただし、全面解禁ではなく、候補者と政党

は、ウェブサイトやＳＮＳも含めて原則自由

となり、電子メールによる文書や映像の配信

も送信者の送信記録や送信者の氏名等を明記

の上で利用できるようになったが、一般の有

権者がメールによる投票依頼をすることなど

の選挙活動は禁止されたままである。

 一般の有権者でもＳＮＳでのやりとりは自

由になった。ＳＮＳは電子メールに似た機能

を持っているが、発信者が特定でき、公職選

挙法上の「電子メール」ではなく、ウェブサ

イト等に該当するためとされている。

　「電子メール」が規制されるのは、電子メ

ールは密室性が高く、誹謗中傷や「なりすま

し」に悪用されやすいこと、複雑な送信先規

制等を課しているため、一般の有権者が違法

行為を行ってしまう可能性が高く、それによ

って処罰され公民権停止になる危険性が高い

こと、などがあげられている。こうしたこと

から第三者による送信をあらかじめ禁止する

ことにより、事前にそのような事態に陥るの

を防止しようとしたものとされている。

　ウェブサイトでの選挙運動が自由化された

が、選挙運動のための有料インターネット広

告については禁止されている。また、インタ

ーネットによる誹謗中傷や候補者になりすま

して選挙運動を行うことは、氏名の虚偽表示

罪の対象となり処罰される。また、候補者に

よる選挙期日後にインターネットを使った挨

拶行為は禁止されている。

　今回のネット選挙解禁は、必ずしも有権者

に十分伝わっているとはいえない状況にあっ

た。「インターネットで投票ができる」など

と誤解している人もしばしば見られたとい

う。

　最も活用したのは、候補者と政党である。

立候補者のうち 9割は選挙運動にＳＮＳを活

用したという。候補者の 94％がホームペー

ジを持ち、毎日更新しているのは 37％とい

われていた（朝日・東大谷口研究室調査 7月

10 日）。

 選挙運動を終えて事務所へ戻ると、事務所

内に特設のスタジオを持ち、そこで有権者へ

の呼びかけを行う映像を録画して、ホームペ

ージにアップする。また、遊説先での印象な

どをツイッターでつぶやく、こうした候補者

も多かったようである。

　これに対して、候補者や政党の発信したネ

ット情報を見た人は 30％で、そのうち政党

や候補者の公式ホームページやブログが 56

％（複数回答）となっていた（日本経済新聞

調査・7月 26 日朝刊）。
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　しかし、一般の有権者の関心は必ずしも高

くはなく、新聞社などの出口調査などによる

と、インターネットの情報を「参考にした」

人は少なかったようである。

　図表 1-11 は、朝日新聞の出口調査をもと

に作図したものである。これによるとネット

情報を「参考にした」のは 23％で、「参考に

しなかった」は 29％、「見ていない・分から

ない」39％となっている。年代別では、「参

考にした」のは 20 代で 37％、30 代で 28％

であるが、年齢が上がるにしたがって「見て

いない・わからない」が上がって行く傾向が

見られた。

　同じく、読売新聞と日本テレビの共同出口

調査では、「参考にした」は 11％で、「参考

にしなかった」が 80％に及んでいた。さら

に、共同通信の出口調査でも「参考にした」

は 10.2％で「参考にしなかった」は 86.1％

となっていた。

　「インターネットの情報を参考にした」と

答えた人に比例代表の投票先を聞くと、自民

党が 42％で、維新 12％、民主・みんな 11％

などとなっていた。実際の得票率は自民 35

％、民主 16％、みんな 14％、維新 12％とな

っており、「ネットを参考に」した人は自民

党への投票が大きかったことがわかる。

　これは、自民党のネット選挙解禁に対応す

る取り組みが、他党よりも進んでいたためと

思われる。朝日新聞のインターネットを利用

する人のモニター調査で、政党代表者でネッ

ト上での発信力のあると思う人を聞いている

が、自民党安倍総裁が 39％、維新の会橋下

代表 26％で、「誰も発信力があると思わない」

が 41％となっていた。このように各党での

取り組みに差があったようである。

　ともあれ、選挙直前に解禁されたネット選

挙は、選挙への関心を高める役割は果たせな

かったようである。

23 29 39 9

42 12 11 11 8 8 8

   図表1-11　選挙にΠンλʔωοτの報を参ߟに͠たか

ωοτを参ߟに͠た人の投票ઌ
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　1．選挙区選挙の結果

　神奈川県選出の選挙区選挙は、定数が 3か

ら 4に 1議席増えたことにより、生活の党を

除く主要政党がすべて候補者を擁立し、11

人が立候補して激戦が繰り広げられた。選挙

結果は、自民、みんな、公明、民主の 4党で

議席を分けあった。図表 2-1 参照。

（1）自民・島村圧勝、みんな・松沢が国政　  

　復帰、公明新人・佐々木初当選

　自民党の新人・島村大は、経済の再生と専

門の医療・介護の充実を訴え、113 万票の大

量得票を得て圧勝した。自民党への支持が拡

大するなか、候補者を手堅く 1名に絞って終

始有利な闘いを進め、前回よりも約 15 万票

を上乗せしてトップ当選を果たした。

　衆議院議員の後援会や党支部をこまめにま

わって支援を訴え、出身の歯科医師会連盟な

ど多くの業界団体の推薦も受けて、手堅い組

織選挙を積み重ねてきた。県連会長を務める

菅義偉・内閣官房長官や、小泉進次郎・党青

年局長など著名な政治家も県内入りして支持

を訴えていた。

　参院選選挙区で県内の最高得票は、2001

年に自民党の小林温が 129 万票を得たのが

トップである。続いて 2004 年に自民党・小

泉昭男の 121.7 万票が 2位であり、3位は「お

たかさんブーム」が起きた 1989 年に社会党・

小林正が 117 万票を得てこれに続いている。

今回の島村の得票は、これに続く歴代 4位の

得票ということになる。

　前知事の松沢成文は、みんなの党の公認を

得たのが 5月でやや出遅れが懸念されていた

が、県知事 2期の実績と高い知名度により無

党派層からも多くの支持を得て、74 万票で

第 2　神奈川県内の選挙結果

図表 2-1　参議院神奈川県選出議員選挙 

▽は、法定得票に達したもの
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参院での初当選となった。2011 年の統一地

方選で議席を増やしたみんなの党の県議や市

議とともに、県内をきめ細かくまわり、自民

党に対抗できる「第 2極」の必要を訴え、支

持を広げていった。

　松沢は、松下政経塾出身で、県議 2期を経

て自民党から分かれて結成された新生党か

ら 1993 年の衆議院に出馬して初当選、新進

党の結党に参加して 1996 年に再選したもの

の、新進党が解散したため民主党に合流して

2000 年に 3 期目の衆議院に当選する。2003

年に民主党を離れ県知事に出馬して当選し、

2期務めた。2011 年には東京都知事選への出

馬を目指すが、石原都知事が自ら出馬を表明

したため、出馬を断念するなど、波乱の多い

政治活動をしてきている。　

　公明党は、今期で引退する松あきらの後継

者として、32 歳の弁護士・佐々木さやかを

擁立し、知名度の不足を組織力で補って 3位

で初当選を果たした。県内各地の事務所や、

創価学会の集会をこまめにまわり「生活の安

定、社会の安定と政治の安定」を訴えた。現

職の松たか子が終始寄り添い、公示後は山口

代表や太田国土交通相ら党幹部も応援に入

り、組織をあげての闘いを展開していた。6

年前の松たか子の得票には及ばなかったもの

の、62.9 万票を得て議席を維持した。

　佐々木は、青森県出身、2006 年に創価大

学大学院を修了し、司法試験に合格、2007

年に弁護士登録。公明党の女性局次長、青年

局次長として、生活現場の最前線で様々な問

題解決に取り組んできた確かな「経験」と「知

識」を生かすと訴えていた。

（2）民主・牧山は薄氷の勝利、

　　　共産・畑野、議席奪還ならず

  退潮に歯止めがかからない民主党は、2期

目の牧山弘恵を唯一の候補として必勝を期

し、1 議席の定員増に助けられ、薄氷を踏む

思いで最後の議席を得ることができた。6 年

前に民主党が 2 名当選した選挙で、牧山は

101 万票という大量得票を得ていたが、その

勢いは全くなかった。目標とした 80 万票に

は遠く及ばなかったが、最大の支援組織であ

る連合神奈川に大きく依存しながらも、46.1

万票を得て結党以来の議席を維持することが

できた。

　昨年末の総選挙で多くの代議士を失い、議

員秘書が激減したため、選挙の実務を担う人

員が足りなくなっていた。地方議員の動きも

鈍く、牧山自身も地域での活動をあまり重視

してこなかったきらいもあった。最終的には、

連合の組織内で 9単産が比例代表の候補者を

抱えており、比例への投票に合わせて選挙区

の牧山へも上乗せをすることを強く要請し、

それが奏功して最後の議席を確保できたとい

える。

　共産党の畑野君枝が、最後の 1 議席をめ

ぐって激しく追い上げていた。6 月の都議選

で民主党を追い越して第 3党に進出した勢い

もあり、自民党と明確な対抗軸をもつ政党と

して反原発、改憲阻止、消費税引き上げ反対

などを訴えた。志位委員長や党幹部も応援

に入り、「自共対決」を明確にさせながら無

党派層の支持拡大を目指した。しかし、わ

ずかに 1 万 6 千票及ばず 44.4 万票にとどま

り、畑野自身の 15 年ぶりの議席回復はなら

なかった。

　選挙中の世論調査を見ると、自民・みんな・

公明はほぼ当選ラインに入っていると報道さ

れていた。最後の 1議席を、民主・共産・維

新で争うとの見方が大勢で、共産やや有利と

の報道もあった。出口調査では全くの互角か、

共産・畑野がリードの情報もあり、民主・牧

山の当選確実の報道が選管確定まで出されな

かった。

　民主・牧山と共産・畑野の得票を地域別に

比べると、横浜市内では約 1万票差で牧山が



2013年参院選挙の結果を読む　21

勝っていたが、川崎では逆に 1.3 万票畑野が

勝っており、残りの都市部での勝負であった。

相模原で 5千票、横須賀、藤沢、小田原、そ

して県央各市で牧山がわずかずつリードを広

げて、川崎の劣勢を取り戻したかたちとなっ

ていた。この僅差の激戦は、1998 年の民主・

千葉景子と無所属・ツルネン・マルテイの 8

千票差という超激戦以来の接戦であった。

（3）維新・水戸議席を守れず、

　　　みどり・露木、社民・木村届かず

　維新の会の水戸将史は、昨年 9月、日本維

新の会が結成されるときに民主党から鞍替え

した。2007 年に民主党が 2 議席を獲得した

時に 78 万票で初当選していたが、民主の党

勢の衰退を見限って維新の会に移ったといわ

れていた。しかし、維新の会の勢いは橋下代

表の「従軍慰安婦発言」以降大きく落ち込み、

議席を確保することができなかった。比例代

表の得票41万票の半分24.2万票しかとれず、

維新の会と水戸が結びついていなかったのが

敗因である。

　みどりの風の露木順一は、元開成町長で、

一昨年の知事選、昨年の衆院選にも立候補し

ているが、今回「脱原発」を掲げたみどりの

風から立候補した。ただ立候補を決めたのが

公示 1月前で、出遅れは否めず、足柄上郡で

は 1 万票近くの高得票を得たものの、11.9

万票で当選圏内には入れなかった。

　社民党の木村栄子は、2010 年に続いての

挑戦であったが、党勢の退潮は否めず、前回

よりも 3 万票以上得票を減らし、7.6 万票で

議席には届かなかった。藤沢市議時代から「脱

原発」を訴え続けていたが、同じ主張の候補

者の乱立によって埋没してしまった。

　そのほかに無所属と諸派の候補者 3名が立

候補していたが、いずれも、1 ～ 4 万票で法

定得票に達しなかった。

（4）自民・みんな圧勝、

　　　民主・辛勝の要因

　選挙区選挙における得票は、政党支持率の

大きさと、無党派層からの支持が勝敗を左右

する。今回の選挙の出口調査からその傾向を

見ていこう。

37
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28.8

9.8

30.3

18.8
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11.1
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11.7
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5

6.2

5.1

8.8
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図表 2-2　党࣋ࢧとແ党派の投票ઌ

政党ᨭᣢ
率
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　図表 2-2 は、共同通信の出口調査をグラフ

化したものである。政党支持率では自民党が

37％と圧倒的に高く、民主 10.3％、みんな

9.8％などとなっていた。自民の島村は、こ

の厚い自民支持層の 4分の 3を固めたといわ

れており、圧勝の要因となっていた。

　また、「政党支持なし」の無党派層は 2 割

であるが、無党派層の投票先は、みんな・松

沢へ 3割と圧倒的に大きくなっており、松沢

の 2位当選の要因となっていた。続いて、自

民・島村の 16.3％、共産・畑野の 15.7％、

民主・牧山の 12.8％となっていた。無党派

層では、民主よりも共産へ多くの支持が移っ

ており、共産の躍進の要素をここに見ること

ができる。民主と共産の激戦も、政党支持率

でやや高い民主に軍配が上がったが、民主に

変わるリベラル・革新系の受け皿に共産党が

なっていたことが認められる。

　一方、朝日新聞の出口調査で、過去にさか

のぼって無党派層の投票行動を見たのが図

表 2-3 である。今回の選挙における無党派の

動向は、共同通信の調査とほとんど変わって

いない。したがって、無党派から高い支持率

を得た自民が圧勝し、最も多いみんなの党が

2 位になり、堅い組織票を持つ公明が 3 位と

なったわけである。ここでも共産党が民主党

を上回り、激戦のあとがうかがえた。

　民主党の凋落ぶりがここでも明らかになっ

ている。2007 年では民主・2人の候補者に無

党派層の約 6割が投票し、民主の圧勝をもた

らしていた。2010 年には、みんなの党・中

西が今回と同じ 3割を獲得し、民主党の 2候

補は合わせて 3 割を超えてはいたが、2007

年からみるとほぼ半減となっていた。今回は、

それよりもさらに少なくなり、3 分 1 にまで

減ってしまっている。その要因は、全国の結

果で分析したとおりである。

2．比例代表の選挙結果

  神奈川県内の比例代表の得票は、党派別に

は図表 2-4 の通りである。自民、みんな、民

主、公明、維新、共産の順になっていた。

（1）党派別得票の状況

　自民党が 134 万票を獲得し、得票率で

34％を占め圧倒的に多かった。前回の 81 万

8

14

16

11

9
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図表 2-3　ແ党派の投票ઌ・神奈川選挙区
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票から 53 万票も大きく得票を伸ばし、2001

年に獲得した 136 万票に次ぐ歴代 2位の得票

を獲得したことになり、神奈川でも「1 強体

制」の状況になったことを示している。

　続いて、みんなの党が選挙区でも 2位当選

した勢いを反映して 57 万票を獲得し、得票

率 14.5％であった。前回の 88 万票からは 31

万票減らしているが、いわゆる第三極の政党

が多党化したことによる目減りである。

　民主党は、比例では第 3 位の 48 万票で得

票率 11.3％であった。前回の 121 万票より

73 万票も激減し、結党以来最低の得票となっ

てしまった。2004 年以降 3 回続けて比例代

表で県内 1位を続けてきたが、自民とみんな

の党にまで抜かれることになってしまったの

である。

　公明党は、44 万票で 11.3％で、投票率が

下がったものの、前回の 49 万票より 5 万票

の減少にとどまっていた。過去 5回の参院選

では 2003 年に最も多い 54 万票を獲得してい

るが、その後はやや伸び悩み、このピーク時

より 10 万票の減少となっていることが目に

ついた。

　初めての参院選となった維新の会が 41 万

票で 10.4％獲得している。選挙区選挙の 24

万票のほぼ倍となり比例が大幅に多くなって

いたが、昨年の総選挙での比例 81 万票から

比べると半減したことになる。

　共産党は 40 万票で 10.2％となっていた。

投票率の低下にもかかわらず、前回より選挙

区で 14 万票増やすとともに、比例でも約 16

万票増加させ、躍進した状況をあらわしてい

た。1998 年に畑野が選挙区で当選している

が、そのときに比例で 56 万票を獲得してお

り、これがピークでその後下がってきていた

が、今回は歯止めがかかったといえよう。

　社民党、生活の党、みどりの風など 3党は

それぞれ 10 万票にも及ばず、得票率も 1 ～

2％台にとどまっていた。

　以上のとおり、民主・公明・維新・共産

までが 40 万票で並んでいる。得票率はみん

なの党を含めて 5 党が 10％台となっており、

野党の多党化・分散化が見られる神奈川の状

況であった。

　　　　　　　図表 2-4　参議院比例代表選出議員選挙 
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（2）個人別得票の状況

　県内の比例の得票で、名簿登載の候補者名

で投票した得票のうち、1 万票以上獲得した

ランキングを示したのが図表 2-5 である。

　トップは、民主の新人・磯崎哲史で 3 万 2

千票あまりを獲得している。磯崎は、地元の

日産労組出身で選挙上手といわれた組織を背

景に、県内で着実に得票を重ねて全国で 14

位となる 27 万票を得て、民主の 1 位で当選

を果たしている。

　2 位は公明の新人・平本大作であり、3 万

票を県内で得て、関東地方を中心に得票を伸

ばし 77 万票を獲得し全国で 2 位の好成績で

当選している。公明党は個人票の割合が全国

的には半数以上（56％）を超え、その地域割

りは徹底しているのを第 1 章で述べている。

しかし、神奈川での個人票は 12％と極端に

低く、また東京・埼玉の 3都県だけが個人票

が 10％台と極端に少なくなっていたのが目

についた。

　3 位はみんなの党の新人・井上義行で、2

万 7千票を獲得した。小田原市出身で国鉄民

営化のあおりを受けて内閣府に移り、第 1次

安倍内閣で首相補佐官を務めた。2009 年と

2012 年の総選挙で神奈川 17 区から立候補す

るが落選していた。今回、みんなの党の躍進

に乗って 4万 7千票を全国から集めて初議席

を獲得した。

　4 位は自民の現職・佐藤正久で 2 万 7 千票

を獲得した。防衛大学出身の元陸上自衛隊員

図表 2-5　県内比例代表　得票ランキング（1 万票以上の得票を得た候補者）
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で、 自衛隊イラク派遣では第一次復興業務支

援隊長を務め「ひげの隊長」とよばれ広く知

られるようになった。2007 年に自民党から

比例で当選し、第 2次安倍内閣で防衛政務官

を務めている。今回も自衛隊の組織票をまと

め、32 万票を得て自民の 3 位で再選を果た

した。

　5 位は民主の現職・ツルネン・マルテイで

2 万 4 千票を獲得したが、神奈川以外での得

票が伸びず民主党の 9位となったものの当選

できなかった。フィンランド出身で湯河原

町議から 2001 年に参院選に出馬したが次点

となり、2002 年に繰り上げ当選を果たした。

2007 年に再選しているが、今回は民主党全

体の得票が下がったことにより当選枠が少な

くなったため議席を失った。

　6 位は維新の会の元職・アントニオ猪木で

2 万 3 千票を獲得し、全国でも 35 万票を得

て維新の会のトップで返り咲きを果たした。

鶴見区出身の元プロレスラーで、1989 年に

スポーツ平和党を結成し参議院議員に当選

した後もプロレスを続けていた。1995 年の

参院選では落選し、プロレスラーに戻るが、

1998 年に現役を引退し、興行プロデュース

などを行ってきていた。

　以下、7 位には民主の電機連合・東芝労組

の新人・石上俊雄が初当選、8 位は自民の歯

科医師政治連盟の石井みどりが再選を果たし

た。9 位は自民の元俳優の山東昭子が参院で

は最長の 7 期目の当選を果たし、10 位は維

新の会の元拉致問題担当相で特命全権大使を

務めた中山恭子が再選を果たしている。

　11 位が異色のロック歌手でみどりの風か

ら出馬した三宅洋平である。県内では 1 万 8

千票を得ているが、ブログやツイッター、メー

ルなどインターネットを駆使した選挙戦を繰

り広げ、全国で 17 万 6 千票を獲得した。し

かし、みどりの風全体の得票が 43 万票で、

落選者の中では最高得票を得ながら当選でき

なかった。

むすびにかえて

  以上のように、神奈川県内の選挙結果を見

てきたが、神奈川における自民・新人の圧勝

と公明・新人の当選、そして両党による比例

代表の大量得票は、全国的傾向をなぞったよ

うな状況であった。また、共産党の躍進は、

選挙区での議席獲得こそならなかったもの

の、都市部における政治的不満層の受け皿と

なったことは間違いがない。民主党の凋落は、

辛うじて選挙区の議席を守ったものの、比例

での大幅な得票の減少も全国的傾向と同様で

あった。

　神奈川の政治風土として「神奈川が変われ

ば日本が変わる」とかつて長洲一二知事が

言ったように、全国の政治状況を先取りする

傾向が見られる。よく言えば「進取の気鋭に

富む」ということであり、悪くいえば「新し

いもの好き」と言える。前回の総選挙以降、

みんなの党が小選挙区・選挙区で議席を得て

いることや、維新の会とともに比例で大量得

票を得たことなどに端的に表れている。

　こうした都市部特有の政治風土とともに、

巨大な自・公の与党と、保守的傾向を強める

第三極の動きがみえてきており、二大政党制

が衰退し、野党の多党化と合わせて総保守化

ともいわれる状況になってきている。集団的

自衛権の憲法解釈の変更や、憲法改正の動き、

経済成長と効率だけを追求する動きなどによ

り、人々の暮らしが脅かされようとしている。

これに抗する勢力の結集、中道・リベラル、

市民・リベラルの勢力をいかにしたら再生で

きるのかが課題となっている。

　1994 年の「政治改革」によって導入さ

れた衆議院の「小選挙区比例代表並立制」、

2001 年から実施されている「選挙区選挙と
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非拘束名簿式比例代表制」が、二大政党制を

目指すものとされてきていた。しかし、小選

挙区（1 人区）を中心にして衆院・参院の勢

力が選挙ごとに交代し、「ねじれ国会」を産み、

政治の流動化をもたらしてきている。

　自公の大勝により、今後 3年間が「黄金の

3 年＝政治安定期」であるとすれば、この時

期に、腰を据えて政治構造や選挙制度を含め

た抜本的な改革の議論が始められる必要があ

る。二院制の下における政治のあり方、国会

運営のあり方を改革し、選挙制度を含めて正

確な民意の反映をもたらす政治体制の再構築

が求められていると言えよう。
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資料 1　都道府県別有権者数、投票者数、投票数（選挙区）
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資料 2-1　第23回参議院選挙　都道府県別　各党派別　得票・得票率　2013.7.21 執行参議院選
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資料 3-1　過去の参院選の結果との比較　全国／神奈川県内
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資料 4　参議院選挙における党派別当選者数と勢力の変遷 (1986 〜 2013年）
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自治研かながわ月報第143号（2013年 10 月号，通算207号）

 編集後記

　本号は、7月21日の投開票で行われた第23回参議院通常選挙結果についての上林理事長による恒

例の選挙分析特集号である。結果については、安倍内閣の「アベノミクス」を中心とする経済政策

に国民の期待が集中したことが勝因と見るのが一般的だが、民主党への「不信任」傾向が止まって

いないことも特徴である。安倍内閣の進める集団的自衛権をめぐる憲法解釈の変更や「秘密保護法

案」などに「賛成」する野党もおり、政治の「一極化」はより強まっているように見える。また、

大企業や高額所得者には有利な政策が目立つが、格差の拡大が懸念されるところである。国政選挙

の季節は、暑い夏の終わりとともに終わり、しばらく訪れないだろうが、政治に対する熱い思いを

国民の側が失ってはならないと思う。               （勝島記）

巻頭言
　標記の集会（2013年6月26日、横浜市開港記念会館講堂）における寺島実郎さんの基調講演「これ

からの日本のリベラル政治を考える」を聞いて大きな刺激を受けたが、同時に多くの重要な論点が

残されていると感じた。寺島氏は「反米、反安保、護憲、社会主義がリベラルの基軸だった時代は終

わった」として、「21世紀リベラルの5つの課題」をあげた。①対米関係の再設計（日米同盟の進化）。

②グローバリズムの中での公正な分配の実現。③「平和国家精神の再起動。憲法9条の実体化」。④

「原子力再考」。「リベラル必ずしも反原発でない視座の可能性」。⑤「代議制民主主義の鍛え直し。

議員定数の削減」。

このうち③については「戦争のできる国、戦争を支援する国に日本を変えていこうとするあらゆる

動きを拒否するのがリベラルの神髄」であると述べており、この点は戦後日本の革新勢力が標榜し

てきた「護憲」「平和主義」の理念と整合的である。①の対米関係再構築の方向性について寺島氏は

軍事的には米軍基地の段階的縮小と地位協定改定を通じた日本の自立自尊の回復、経済的にはよ

り緊密な経済協力協定（日米FTA）の実現をあげた。この基盤の上に冷戦後にふさわしい近隣諸国

との信頼感の醸成をはかるという寺島構想は反米・反安保を基軸としてきた日本の革新勢力が外

交理念の転換に本格的に取り組むべき課題を提起したといえる。②の「公正な分配」の実現におい

ては金融資本主義に立つマネーゲームを批判し経済格差の拡大を抑制すべきだと主張する一方で

「自己規律こそリベラルの原点」であり「丸抱えの福祉や弱者救済を主張する議論には慎重であり

たい」と述べた。ここには分配の問題だけでなく生産関係を含む産業民主主義の実現を重視する社

会民主主義的価値観と寺島氏の「リベラル」的な価値観との質的な違いが感じられた。④の原子力

政策においては原子力発電技術の維持・開発と、それを通じる国際的発言力の維持が主張された。

「本来リベラルとは…人間の理性による制御困難なものへ挑戦する姿勢である」という寺島氏の議

論は福島原発事故の惨禍を前にして容易に受け入れられるものではないが、原子力をめぐる国際

政治の動向を含めた多面的な考察が必要なことも確かである。⑤で寺島氏は国会議員の質の低下

を憂い「政治を弄ぶ人を排除して代議者の数を削減すべきだ」と主張した。政治屋的議員に対する

寺島氏の強い批判に共感を覚えるが、他方で「政治改革の究極の目標は『政治の極小化』である」、

「練磨の中から真のリーダーは育つ」とだけ言われても明日の日本におけるリベラル政治の具体的

なイメージはわかない。

　それではリベラル政治の担い手とは誰なのか。寺島氏によれば民主党は第二の保守党に堕した。

また労働組合組織率は就業者の2割以下となり、主に大企業労組を組織する連合にも多くは期待で

きない。寺島氏が語るのは団塊世代等の高齢者の社会貢献的活動への期待と非正規労働者の新し

い労働運動への期待である。民主党や連合を一刀両断に切り捨てる一方、「リベラル政治」の担い手

についての議論は不十分である。民主党政権は確かに挫折したが、多くの貴重な政治的経験をもた

らした。その批判的総括の上に継承するべきものと修正するべきものを鮮明にし、ポスト・アベに

備えることが「明日の日本を神奈川から考える」原点だと思う。

「
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１. 誰でも会員になれます。

２.  申込書は自治研センター事務局にあり

ます。会費は個人会員月 1,000 円、賛助会

員月 700 円のどちらかを選び、１年分を

そえてお申しこみください。

３.  詳細は自治研センター事務局

☎ 045（251）9721へご連絡ください。

１.  自治研センターの「自治研かながわ月報」

が送られます。

２.  「月刊自治研」（自治労本部自治研推進委

員会発行・Ａ５版・80 ページ程度・定価

800 円）が毎月無料で購読できます。

３.  自治研センターの資料集が活用でき、

調査研究会などに参加できます。

自治研かながわ月報 改題143号（通算207号）2013（平成25）年10月25日発行（定価一部500円） 発行人／上林得郎 編集人／高岡政行
発行所／公益社団法人 神奈川県地方自治研究センター　横浜市南区高根町1-3 神奈川県地域労働文化会館4階　☎045（251）9721　印刷所／横浜プリント 

会員になるには 会員の特典

かながわ 

☆センターのウェブサイト（http://kjk.gpn.co . jp/）をご利用下さい。→
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巻頭言「明日の日本を神奈川から考えるつどい」を振り返って
2013年参院選挙の結果を読む

神奈川県地方自治研究センター理事長　上林得郎・・・・・・・・・・・・・・ 1
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